県営住宅等の概要

Ⅰ　県営住宅

１　定　義

公営住宅法（昭和26年法律第193号）に基づき、健康で文化的な生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸することにより、県民生活の安定と社会福祉の増進に寄与することを目的とした住宅。

　　　また、県営住宅のうち、東日本大震災により住宅を失い、自力での住宅再建が困難な方の入居を目的として建設した住宅を災害公営住宅という。

２　設置状況等

既存県営住宅・管理戸数等（令和５年３月31日現在）

	区　分
	市町村
	団地数
	管理

戸数

(A)
	計画

空家

(B)
	入居可能戸数(A-B)
(C)
	入居

戸数

(D)
	入居率

(D)/(C)
	駐車場

区画数

	県営住宅
	盛岡市
	21
	2,953
	193
	2,760
	2,227
	80.68
	3,050

	
	花巻市
	3
	308
	3
	305
	204
	66.88
	308

	
	北上市
	3
	274
	31
	243
	228
	93.82
	274

	
	奥州市
	3
	328
	69
	259
	215
	83.01
	328

	
	一関市
	4
	269
	33
	236
	196
	83.05
	276

	
	大船渡市
	3
	226
	2
	224
	173
	77.23
	246

	
	陸前高田市
	1
	20
	0
	20
	16
	80.00
	20

	
	釜石市
	3
	297
	3
	294
	202
	68.70
	191

	
	宮古市
	5
	401
	82
	319
	264
	82.75
	307

	
	二戸市
	2
	24
	6
	18
	18
	100
	24

	
	金ケ崎町
	1
	56
	0
	56
	44
	78.57
	56

	
	小　計
	49
	5,100
	422
	4,678
	3,743
	80.01
	5,004

	災害公営住宅
	盛岡市
	2
	149
	0
	149
	141
	94.63
	149

	
	北上市
	1
	34
	0
	34
	32
	94.11
	34

	
	奥州市
	1
	14
	0
	14
	13
	92.85
	14

	
	一関市
	2
	22
	0
	22
	19
	82.85
	35

	
	大船渡市
	3
	262
	0
	262
	231
	88.16
	394

	
	陸前高田市
	1
	301
	0
	301
	201
	66.77
	448

	
	釜石市
	6
	311
	0
	311
	269
	86.49
	380

	
	宮古市
	7
	203
	0
	203
	181
	89.16
	260

	
	大槌町
	4
	220
	0
	220
	185
	84.09
	248

	
	山田町
	4
	231
	0
	231
	194
	85.28
	264

	
	小　計
	31
	1,760
	0
	1,760
	1,479
	84.03
	2,226

	合　計
	80
	6,860
	422
	6,438
	5,222
	81.11
	7,230


　　　　※計画空家：建替えや住戸改善のために計画的に空家にしている住戸

　３　入居者定期募集

県営住宅は、住宅に困窮する低額所得者を対象に整備した公共のための住宅であり、広くかつ公平に住民一般の利用に供せられるべき性質のものであることから、特別の事由がある場合を除いて、入居者の募集は公募しなければならない。
（定期募集：５月、７月、９月、11月、３月）
なお、令和３年７月から一部の団地において、常時募集を行っている。
（令和４年度23団地において常時募集を実施）

また、災害公営住宅においては、令和４年２月から、災害公営住宅全団地の一般化（東日本大震災津波被災者以外の者も入居対象者とした募集）している。

【過去３年間の募集状況】

	区　　分
	県内全域
	左記のうち盛岡地区

	平成17年度
	募集戸数
	応募数
	応募倍率
	募集戸数
	応募数
	応募倍率

	令和２年度
	1,036
	447
	0.43
	162
	239
	2.18

	令和３年度
	641
	244
	0.38
	164
	155
	0.95

	令和４年度
	338
	142
	0.42
	158
	92
	0.58


４　入居者資格

次に掲げる条件を全て満たしていることが必要である。

（1） 同居親族がいること。（高齢者、障がい者等を除く。）
　　　なお、指定した住戸に限り、若年単身者であっても(2)～（5）の条件を満たしていれば入居が可能。
（2） 控除後の収入認定額が月額158,000円以下（高齢者世帯、障害者世帯、妊娠中の者、18歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある者がいる世帯等の裁量階層については214,000円以下）であること。

※　控除（同居親族控除、扶養親族控除、老人扶養親族控除、特定扶養親族控除、障害者控除、寡婦(夫)控除）
（3） 住宅に困窮していること。

（4） 入居者及びその同居者が暴力団員でないこと。

（5） 前回入居していた県営住宅又は県営特定公共賃貸住宅の明渡し請求を受けたことによる当該住宅の明渡しのあった日から２年を経過し、当該住宅に係る金銭債務を負っていないこと。

５　家　賃

（1） 入居者の収入に応じた家賃負担能力と住宅から受ける便益の度合によって算定される。（応能応益家賃制度）

（2） 本県の家賃は、規模、地区等及び入居者の収入月額に応じた分位毎の負担となる。　　　
	分位
	最低家賃
	最高家賃
	備考

	１分位
	8,400円
	35,000円
	公営住宅において本来入居の対象となる収入月額158,000円以下の方を対象にした家賃の範囲。収入額を越えた者に対しては、５分位以上を規定。

	２分位
	9,700円
	40,400円
	

	３分位
	11,000円
	46,200円
	

	４分位
	12,500円
	52,100円
	


６　家賃収納状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年度
	H30
	H31
	R2
	R3
	R4

	調定額
	1,606,039
	1,628,468
	1,587,377
	1,582,314
	1,541,410

	収入済額
	1,448,140
	1,459,665
	1,434,575
	1,420,087
	1,376,753

	収入未済額
	155,422
	150,281
	141,335
	160,892
	164,386

	収納率
	90.16
	89.63
	90.37
	89.74
	89.31


７　家賃等滞納対策

収入未済額が概ね増加傾向にあることから、県では、次の対策を並行して講じ、家賃滞納の防止及び収納率の向上に努めている。

（1） 督促状（滞納１ヶ月以上の者）、電話（滞納１ヶ月以上の者）、臨戸訪問（滞納２ヶ月以上の者）による納入指導、不在時には呼び出しによる指導
（2） 連帯保証人への請求（滞納４ヶ月以上の者）

（3） 指定管理者が雇用する納入督促員による督促
（4） ６ヶ月を超えて滞納している者又は30万円を超えて滞納している者の中から対象を絞り込み、法的措置（即決和解、住宅明渡等請求訴訟の提起）を実施
（5） 納入指導強化月間の設定（５、９、12月）
（6） 時効の援用に基づく不納欠損処理
（7） 生活保護実施機関による代理納付の実施
Ⅱ　特定公共賃貸住宅

１　定　義

特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成５年法律第52号）に基づき、居住環境が良好な賃貸住宅を整備し、中堅所得者等に対して賃貸することにより、県民生活の安定と福祉の増進に寄与することを目的に整備した住宅。

２　設置状況等

（令和５年３月31日現在）

	市町村
	団地数
	管理

戸数

(A)
	計画

空家

(B)
	入居可能戸数(A-B)
(C)
	入居

戸数

(D)
	入居率

(D)/(C)
	駐車場

区画数

	盛岡市
	１団地
	24戸
	0戸
	24戸
	13戸
	54.16％
	24 

	花巻市
	１団地
	4戸
	0戸
	4戸
	3戸
	75.0％
	4 

	北上市
	１団地
	6戸
	0戸
	6戸
	0戸
	0.00％
	6 

	計
	３団地
	34戸
	0戸
	34戸
	16戸
	47.06％
	34


　※　花巻市及び北上市に所在する住宅は、県営住宅に併設されている。

３　募　集

県営特定公共賃貸住宅は、特定の者を入居させる場合を除くほか、入居者の募集は公募しなければならないとされており、募集については、随時実施している。
４　入居者資格

（1） 同居し又は同居しようとする親族がある者（所得額が158,000円以上487,000円以下。

（2） 災害により住宅を失う等特別な事情のある者（所得要件は（1）に同じ。）
（3） 同居し又は同居しようとする親族がなく、特別な事情がない者（所得が487,000円以下。158,000円に満たないときは、所得の上昇が見込まれること）
（4） 入居者及びその同居者が暴力団員でないこと

５　家　賃

（1） 近傍同種の住宅の家賃と均衡を失しないよう県が定める。

（2） その額は、盛岡市61,900円～85,800円（部屋の間取りによる。）
花巻市65,000円

北上市67,000円　　　　　となっている。
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